
２ 令和４年度の目標達成状況及び重点取組事項の実施状況

未収金残高は令和４年度目標347億円に対し、決算見込では357億円となり、10億円の未達となりました。

主な要因は、現年度については、目標徴収率を達成したものの、調定の増加に伴い、国民健康保険料で2.4億円、市税で1.7億円の未収金が増加したこと、

生活保護法指定医療機関等返還金、国民健康保険給付費返還金等で新たに4.8億円の未収金が発生したこと、さらに入札談合に関する損害賠償1.1億円、

道路照明灯等に関する電気料金の過払0.5億円について、訴訟提起したことが上げられます。他方、介護保険料1.9億円など目標を上回った債権もあり、

現年度合計で８億円の目標未達となりました。

また、過年度については、市税、介護保険料、給水料等において、過年度目標を達成できなかった結果、過年度合計で２億円の未達となりました。

（１）目標の達成状況

（単位：億円）

未達成
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（単位：千円）

債権名 所属
令和３年度末
未収金残高

令和４年度末
未収金残高目標

令和４年度末
未収金残高見込

令和３年度末～
令和４年度末
削減額

目標額との比較

A B C A-C B-C

国 民 健 康 保 険 料 福祉局 9,576,906 9,397,301 9,622,337 ▲ 45,431 ▲ 225,036

市 税 財政局 9,521,845 9,314,478 9,556,426 ▲ 34,581 ▲ 241,948

生 活 保 護 費 返 還 金 福祉局 8,793,574 9,030,146 8,803,940 ▲ 10,366 226,206

介 護 保 険 料 福祉局 1,511,643 1,538,881 1,441,139 70,504 97,742

住 宅 使 用 料 都市整備局 372,747 372,724 368,722 4,025 4,002

保 育 所 保 育 料 こども青少年局 166,890 166,796 188,556 ▲ 21,666 ▲ 21,760

そ の 他 債 権 ― 5,158,038 4,845,360 5,705,020 ▲ 546,982 ▲ 859,660

合 計 ― 35,101,643 34,665,686 35,686,140 ▲ 584,497 ▲ 1,020,454

【 内 訳 】

21,937,242 21,715,248 22,307,419 ▲ 370,177 ▲ 592,171

13,164,401 12,950,438 13,378,721 ▲ 214,320 ▲ 428,283

▲は増加額もしくは未達額

一 般 会 計

特 別 会 計

未収金残高目標との比較（主要債権別）
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（単位：千円）

債権名 所属
令和３年度末
未収金残高

令和４年度末
未収金残高目標

令和４年度末
未収金残高見込

令和３年度末～
令和４年度末
削減額

目標額との比較

A B C A-C B-C

災 害 援 護 資 金 貸 付 金 危機管理室 68,235 49,315 33,388 34,847 15,927

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 405,375 388,215 456,567 ▲ 51,192 ▲ 68,352

生活保護法指定医療機関等返還金 135,995 129,690 492,292 ▲ 356,297 ▲ 362,602

国 民 健 康 保 険 料 （ 不 現 住 ） 176,712 216,179 179,386 ▲ 2,674 36,793

国 民 健 康 保 険 給 付 費
返 還 金 286,910 294,397 388,975 ▲ 102,065 ▲ 94,578

介護保険給付費不正・不当利得
返 還 金 及 び 加 算 金 138,275 129,336 128,520 9,755 816

大学奨学費貸付金返還金収入 29,531 30,313 30,654 ▲ 1,123 ▲ 341

居 宅 介 護 給 付 費 返 還 金
（ 居 宅 生 活 支 援 費 返 還 金 ） 63,709 62,944 63,239 470 ▲ 295

土土土地地地賃賃賃貸貸貸料 契約管財局 78,122 77,722 75,741 2,381 1,981

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 貸 付 金 632,878 615,930 606,138 26,740 9,792

児 童 扶 養 手 当 返 還 金 191,020 186,935 190,710 310 ▲ 3,775

児児童童福福祉祉施施設設徴徴収収金 86,324 86,087 95,862 ▲ 9,538 ▲ 9,775

霊 園 手 数 料 環境局 12,798 12,098 13,729 ▲ 931 ▲ 1,631

不 正 入 居 等 損 害 金
（ 市 営 住 宅 ）

都市整備局 977,642 974,719 955,894 21,748 18,825

下 水 道 使 用 料 建設局 178,431 177,134 171,917 6,514 5,217

土 地 賃 貸 料
（ 一 般 会 計 ） 141,318 139,951 141,511 ▲ 193 ▲ 1,560

土 地 賃 貸 料 相 当 損 害 金 等 82,594 82,468 82,561 33 ▲ 93

給 水 料 水道局 162,552 109,334 136,154 26,398 ▲ 26,820

学 校 給 食 費 131,003 113,056 109,837 21,166 3,219

高 等 学 校 等 奨 学 金
貸 付 金 返 還 金 42,517 38,827 40,842 1,675 ▲ 2,015

▲は増加額もしくは未達額

福祉局

こども青少年局

大阪港湾局

教育委員会
事務局

未収金残高目標との比較（その他主要債権別）
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(単位：千円）

所　　　属
令和３年度末
未収金残高

令和４年度末
未収金残高目標

令和４年度末
未収金残高見込

令和３年度末～
令和４年度末

削減額
目標額との比較

A B C A-C B-C

総 務 局 2,174 2,174 2,250 ▲ 76 ▲ 76

区 役 所 9,684 37 21,141 ▲ 11,457 ▲ 21,104

危 機 管 理 室 68,235 49,315 33,388 34,847 15,927

経 済 戦 略 局 113,811 100,980 111,634 2,177 ▲ 10,654

中 央 卸 売 市 場 7,824 6,768 6,434 1,390 334

市 民 局 5,580 3,772 5,774 ▲ 194 ▲ 2,002

財 政 局 9,523,604 9,314,620 9,558,021 ▲ 34,417 ▲ 243,401

契 約 管 財 局 84,621 77,722 82,240 2,381 ▲ 4,518

計 画 調 整 局 1,500 0 1,500 0 ▲ 1,500

福 祉 局 21,693,033 21,755,194 22,235,315 ▲ 542,282 ▲ 480,121

健 康 局 5,061 949 1,213 3,848 ▲ 264

こ ど も 青 少 年 局 1,191,377 1,160,573 1,202,555 ▲ 11,178 ▲ 41,982

環 境 局 35,103 15,630 17,793 17,310 ▲ 2,163

都 市 整 備 局 1,392,607 1,390,963 1,368,224 24,383 22,739

建 設 局 265,473 195,154 282,185 ▲ 16,712 ▲ 87,031

大 阪 港 湾 局 258,664 249,704 256,361 2,303 ▲ 6,657

消 防 局 359 359 418 ▲ 59 ▲ 59

水 道 局 182,482 123,161 267,012 ▲ 84,530 ▲ 143,851

教 育 委 員 会 事 務 局 246,336 218,611 218,567 27,769 44

市 会 事 務 局 14,115 0 14,115 0 ▲ 14,115

合　　　計 35,101,643 34,665,686 35,686,140 ▲ 584,497 ▲ 1,020,454

▲は増加額もしくは未達額

未収金残高目標との比較（所属別）
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（２）目標達成のための重点取組事項の実施状況 

  

 

   財産調査を踏まえ、滞納処分を着実に実施するなど、適切な債権管理を行った。 

また、市債権回収対策室において、各債権所管の滞納処分に関する徴収ノウハウの共有と向上を図るため、徴収担当者の人

材育成の一環として OJT 研修（法的知識及び財産差押などの実務の習得）を実施した。 

 

○強制徴収できる公債権の差押（令和４年度：29,453 件） 

  

 

    

 

 

 

 

⇒ＯＪＴ研修の実施（令和４年度参加数：８所属、12 人） 

 

 

 

 

 

 

 

取組１：強制徴収できる公債権については、財産調査（給与・預金等）を強化し、納付能力があるすべての滞納者に対して滞納

処分を徹底。また、引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を見極めながら、適切な債権管理を実施 
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従来から、法的手続きを実施している債権所管では着実に取組が進んでおり、また、その他の債権所管においても、市

債権回収対策室の弁護士資格を有する債権管理・回収アドバイザーによる事案相談等を活用し、新たに支払督促を行った。 

○法的手続きの実施（強制徴収公債権は除く。） 

（令和４年度：15 債権 525 件） 

     

 

 

 

            

⇒債権管理・回収アドバイザーによる事案相談の実施 

          令和４年度 相談件数 94 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組２：私債権及び強制徴収できない公債権については、預金、給与収入等を有するなど納付能力がある滞納者に対して、支

払督促をはじめとする厳正な法的手続きを実施。また、引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を見極めながら、

適切な債権管理を実施 
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債務者の資産状況を精査し、回収不能な債権については、債権放棄を実施した。 

また、市債権回収対策室では、未収金ヒアリングにおいて、未収債権の整理状況を確認するとともに、債権管理・回収アド

バイザーにより適正な未収債権の整理に向けたアドバイスを実施した。 

 ○債権放棄の実施 

      （令和４年度 21 案件 466,673 千円） 

       ※当該年度中に議決、報告があったものを集計 

  

取組３：私債権及び強制徴収できない公債権について、債務者の状況を精査し、回収不能な債権については、債権放棄をはじめ

とする適正な未収債権の整理を実施 
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  行方不明等により不可能な場合を除き、債務承認書、分納誓約書の取得など、時効更新のために最大限取組を実施した。時

効更新を行えない場合においても、財産調査に基づき、滞納処分の停止又は徴収停止の取組を実施した。 

（滞納者一人あたりの滞納金額が 10 万円以上の債権における直近の取組状況については、P18 記載のとおり） 

 

 

 

 

若年者の利用が多いと考えられるインターネット専業銀行においても、口座振替が可能となるよう環境整備を行い、令和５

年４月から水道料金・下水道使用料について、PayPay 銀行・楽天銀行で口座振替による納付の取扱いを開始した。 

さらに、令和５年秋以降、保育料をはじめとする 15 債権が加わり、合計 17 債権で両行による口座振替が可能となる予定

である。 

また、主な債権で口座振替を行っていることに加え、ペイジー、コンビニ収納、Pay 払、クレジットカード払など利便性を考

慮した支払手段の多様化を図っており、令和５年４月から生活保護費返還金のコンビニ収納や一部の Pay 払が可能となった。 

 

取組４：令和４年度中に時効を迎える債権については、行方不明等により不可能な場合を除き、債務承認書、分納誓約書の取得

など、時効更新のため最大限取組を実施。時効更新を行えない場合は、財産調査に基づき、滞納処分の停止又は徴収停

止を実施 

取組５：インターネット専業銀行など口座振替対象金融機関の拡大や多様な納付環境の整備等による納期内納付促進の取組

によって新規未収金の発生を抑制 

 

ペイジー コンビニ収納 Pay払 クレジット払

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇

〇

〇多様な支払手段の導入状況

平成30年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

国民健康保険料 48.8% 49.1% 49.5% 50.8% 50.5%

市税 25.0% 24.4% 23.9% 23.5% 22.9%

介護保険料 51.3% 52.8% 54.1% 55.7% 59.7%

住宅使用料 66.4% 66.0% 66.0% 65.5% 65.0%

保育所保育料 93.5% 91.4% 94.5% 93.5% 93.7%

〇主要債権の口座振替収納の普及率
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（３）消滅時効期間を経過する債権に対する適切な事務処理の徹底 

       (２)重点取組事項の取組４の一環として、各債権所管所属において、時効更新のため最大限取組を実施するとともに、市債

権回収対策室においても、滞納者一人あたりの滞納金額が 10 万円以上の債権について、滞納者数・金額の把握及び対応状況の

追跡調査を実施し、進捗管理を徹底した。 

 

 

 

 

対象債権総額 35 億円のうち①～③の計 13 億円について、債務承認や法的手続きにより時効更新がなされ、また、滞納処分の停止又は徴

収停止の決議を行うなど、適切な手続きを実施した。 

なお、残余の 22 億円についても、預金調査においては資力が無いことを確認している債権、破産免責決定を受けている債権、支払いを行

っている他の債務者との公平性の観点から滞納処分の停止を行わない債権などである。 

  

13 億円 
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（４）重複滞納者に対する取組の推進 

 

 

 

 

 

 

市債権回収対策室では、市税、国民健康保険料、介護保険料、保育所保育料、児童福祉施設等徴収金の５種類の強制徴収

できる公債権について、名寄せ作業を行い、重複滞納者に対する取組を推進した。 

 

 

 

市税、国民健康保険料、介護保険料、保育所保育料、児童福祉施設徴収金の５種類の強制徴収できる公債権について、

市債権回収対策室において、名寄せ作業を行うので、各債権所管所属は、市税の処理情報を活用し、早期処理を図る。 

特に国民健康保険料と介護保険料についてはデータの共有化等を行い、滞納処分等の実施可能案件について迅速に

対応する。 

また、市債権回収対策室においては、重複滞納案件（国民健康保険料と市税の重複）を引継ぎ、取組を推進する。 
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